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満の家庭の 4 年制⼤学進学率は 28.2％、逆に親の年収が 1200 万以上の家庭の 4 年制⼤学進学率は
62.8％と倍以上の差が開いている。また、最も顕著に表れたのは⾼卒就職率で、親の年収が 200 万未
満の家庭が 35.9％に対し、1200 万以上の家庭は僅か 5.4％にしか過ぎなかった。 
これだけではなく、⼦供の学習意欲度合にも親の職業が影響していると橘⽊は述べる。⽗親の職業
を専⾨・管理職、事務職、販売・サービス、⾃営業、マニュアル職、⽣産・労務職と⼤きく 5 つに分
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くなるため、少なからず親の職業が⼦供に影響を与えていることがわかる。2008 年時点の新卒者の























(2011)と同様の図で SEM にかけることは変数が 47 しかないにも関わらず⾮常に複雑である。した
がって 2017 年度の SEM 図を考察した上で、上⼭の SEM 図の妥当性を検討する。 
 
２ 先行研究と研究方法 
まず、上山（2011）の先行研究では、1976 年、1986 年、1996 年、2006 年の４時点でのデータによ
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 上⼭（2011）によると、このモデルにおいて 2006 年には、「男⼦進学率」には、「⼤学収容率」、
「経済」、「学歴」が、「⼥⼦進学率」には、「⼤学収容率」、「経済」が有意であった。つまり、2006
様式６ 










 以上のような想定に基づき、本稿では、以下の図 2 のようなモデルを想定し、分析を⾏った。















 図 1 及び図 2 のモデルは、「男⼦進学率」と「⼥⼦進学率」を同時に分析しており、変数が 47 であ
るにも関わらず、⾮常に複雑である。したがって、「⼥⼦進学率」を省き、「男⼦進学率」のみを被説
明変数とし、⾚池情報量基準を⽤いて、両モデルの⽐較を⾏った。 




 以上、本稿では、SEM を⽤いて、2017 年における⼤学進学率の都道府県格差の要因とそのメカ
ニズムについて検討してきた。そして、その結果、2017 年において、「進学率」に影響を与えるの
は「⼤学収容率」のみであることがわかった。つまり、都道府県ごとの「進学率」の格差是正のた
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